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１ はじめに

東北公益文科大学では、2016年度の事業採択を受け、2017年度から3か年の中期計画である第2期吉

村プランの柱として教育改革を進めてきた。学習者中心の大学として、学生の成長につながる取り組

みを積極的に推進してきた。ここでは主要な取り組みと本事業の成果について報告する。 
 
２ 学外学修の推進 －クォーター制の導入－

セメスター制に加えてクォーター制を導入し、履修科目を減らし集中的に取り組む環境を整えた。 
2019年度は約70％の科目をクォーター制で開講している。第2クォーターへの必修科目の配置を避け、

第1クォーターは学内で科目を履修し、第2クォーターは学外に出て長期インターンシップに取り組ん

だり、夏休みと合わせた期間で中期留学を行うなど、長期間の学外学修が可能となった。1年次の第2
クォーターで長期の学外学修に取り組むギャップイヤー入試も実施している。また、一つの科目を週2
回の進度で履修するため、集中した学修が可能となった。 
 
３ アクティブラーニングの推進 － 分授業の導入－

2018年度より、学部の授業時間を90分から105分に変更した。これにより1回の授業でグループワー

クやプレゼンテーションなどの学生が主体的に取り組む時間を多く設けることが可能となった。また、

授業期間が半期で16週から14週に短縮となったことから、長期休業期間を長く確保することができ、

結果的に短期のインターンシップや各種実習、短期語学留学等の時間を確保しやすくなっている。短

期インターンシップの参加者については、2016年度は103名であったが2019年度には200名となり、ほ

ぼ倍増している。 
 
４ 授業外学修の推進 －ラーニングコモンズの新設－

学内にラーニングコモンズを新設し、学生がともに学びあう機会を提供することで学生の取り組み

の量的な充実を図った。利用する学部生の学習支援や情報機器の操作補助は大学院生が担い、サポー

ト体制の充実を図った。また、シラバスにおける授業外学修の記載を充実させ、学修に取り組みやす

くした。結果的に、1週間当たりの授業外学修時間は、2016年度の12.9時間から2019年度では17.4時
間に増加した。一連の取り組みの結果として、GPAの平均値も2.24から2.68*に向上した。*2018年度 
 
５ 学修成果の可視化と発信 －ルーブリックの開発とディプロマ・サプリメントの発行－

ディプロマ・ポリシーに定める4つの力のより具体的に定義するため、ＦＤ、卒業生への調査を通し

て因子構造を求め、産業界からの意見聴取を踏まえて「公益大22の力」として制定した。その上でル

ーブリックを作成し、就職先やインターンシップ受け入れ先等を対象に、入社段階で求められる水準

を調査し、春学期開始時のガイダンス等で学生に周知し向上意欲を喚起している。 
今年度からはディプロマ・サプリメントの発行を開始している。単位修得状況、ＧＰＡの推移、デ

ィプロマ・ポリシーに定める力の獲得状況のＧＰ値等を記載するもので、在学生に対しては同様の内

容のプレディプロマ・サプリメントを発行する。学生の取り組みの振り返りと目標設定に活用してい

くことになる。 
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以下は、2019年12月22日のテーマV最終報告シンポジウムでの内容を簡略化・再編集したものである。 
１ ICE モデルとは 

· 授業の到達目標を、I（Ideas）〔要素概念、要素的操作を〕つかむ、C（Connections）〔それ

らを〕つなぐ、E（Extensions）〔それらを、授業で学んでいないような状況で〕つかうの三

つの相に分類して、目標の深まりの方向を示す。 

➢ 例 （I-つかむ）思いついたものをそのまま列挙する、（C-つなぐ）それらの要素の間

の関連を明確にし、構造化した分類表を作成する、（E-つかう）構造化したものを、そ

の妥当性を検討しつつ、現実の状況に適用する。 

· カナダのクィーンズ大学を中心に開発と活用が進み、現地では授業設計、運用とカリキュラ

ム設計の両方で使われている。現在は広島を発信地として、中等教育でも活用が進んでいる。 
2 DP に表現された能力等の獲得の状況をどのように測るか 

· 本学では、DPに表現された能力等を、各授業において直接測定し、それを集積するという方

向を選択した。 

· しかし測定するためには、何を測定するかを明確にする必要がある（シラバスに増えてしま

う「～を理解する」という表現のあいまいさ）。そのための手段としてICEモデルを利用。 
3 多様なステークホルダーとの共有のツール 

· 1年生の授業でも、実際には、高度なことを暗に求めている場合がある。それらを明示化する

ための一つのツール。それにより、学生と目標の深まりを共有するために使用する（単に記

憶を求めているのではない、ということを明確にする）。 

· また、ICEモデルを利用して分解した表現を用いて、多様なステークホルダーと、育てるべき

能力を明確化していく（就職先調査では、それにより、67%の回答を得ることができた）。 
4 現行の教育プログラムの無意識を可視化する 

· ICE モデルを利用して、実際の評価も含めて――ただし過剰な負担にならないかたちで――

授業への埋め込みを試みたのは、マクロ（メゾ）からミクロへという順番で進めると、実際

の授業の現場で何が起きているかを捉え損ねる危険があると考えられたから。 

➢ すでに走っている教育プログラムをゼロから組みなおすのは難しい。 

➢ プログラムとして、公的に何を実施しているか、と、授業の実際の乖離が広がるのは、

質保証として、かえってステップが増えることにならないか。 

· もちろん、一方でカリキュラムマップ等による教育プログラムの構成は必要である。他方で、

各授業で実際に何が起きているか、各教員が何を目標とし、授業を行っているかを測定する

ための、可視化のためのてがかりの埋め込みとして、ICE モデルはうまく機能していると考

えている（ポスター発表の展示も参照されたい）。 

➢ 各教員が実際に実施している内容の総体が有している、潜在するカリキュラムの現状

（各学年の学生に各教員が何を期待しているか）が可視化できた。 

➢ その結果は、各種調査で学生の能力を伸ばす余地と必要があることが示されている課題

発見力・解決力について、カリキュラム上の穴があることを示しており、この手法の有

効性が示されている。 
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